
第７期（令和２・３年度）の保険料率の算定について 

 

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、第７期（令和２・３年度）に適用する保

険料率を算定するもの。 

保険料率を算定するにあたっては、国の動向、後期高齢者負担率、診療報酬改定及び

税制改正による所得への影響並びに当広域連合の剰余金及び給付費の動向を注視し検討

を行っていく。あわせて、運営安定化基金の活用についても検討を行う。 

運営調整会議（代表幹事会、幹事会）、検討委員会での協議・検討、県知事協議等のプ

ロセスを経て、令和２年第１回広域連合議会定例会において条例改正を行う。 

 

１ 保険料率算定の主なスケジュール 

令和元年 

７月～８月 

○運営調整会議（代表幹事会、幹事会）へ保険料算定のス

ケジュール等を説明 

９月 

○厚生労働省からの事務連絡（第１回保険料率等の算定） 

○県との第１回協議（以後、随時協議を行う） 

〇検討委員会へ保険料算定のスケジュール等を説明 

○第１回料率の試算と厚労省への報告 

１１月上旬 ○厚生労働省からの事務連絡（第２回保険料率等の算定） 

１１月下旬 

～１２月 

○第２回料率の試算と厚労省への報告 

○運営調整会議（代表幹事会、幹事会）、検討委員会で 

協議・検討 

〇厚生労働省からの事務連絡（第３回保険料率等の算定

等） 

令和２年 

１月～２月 

○第３回料率の試算（最終） 

〇運営調整会議（代表幹事会、幹事会）、検討委員会での

協議・検討 

○県知事へ協議書提出 

○令和２年第１回定例会において条例改正 

〇議決後、保険料率を厚労省へ報告 

 

２ 保険料率等の推移（参考） 

 特定期間 均等割額 所得割率 賦課限度額 

Ｈ２０・２１年度 ５０，９３５円 ９．２４％ ５０万円 

Ｈ２２・２３年度 ５２，２１３円 ９．８７％ ５０万円 

Ｈ２４・２５年度 ５５，０４５円 １０．８８％ ５５万円 

Ｈ２６・２７年度 ５６，５８４円 １１．４７％ ５７万円 

Ｈ２８・２９年度 ５６，０８５円 １１．１７％ ５７万円 

Ｈ３０・３１年度 ５６，０８５円 １０．８３％ ６２万円 



　　　①　給付費 　　①　国負担金（定率＋高額医療費公費負担）

　　　②　財政安定化基金拠出金 　　②　調整交付金

　　　③　特別高額医療費共同事業拠出金 　　③　県負担金（定率＋高額医療費公費負担）

　　　④　保健事業費 　　④　市町村負担金（定率）

　　　⑤　診療報酬審査支払手数料 　　⑤　後期高齢者交付金

　　　⑥　葬祭費 　　⑥　特別高額医療費共同事業交付金

　　⑦ その他

均等割総額
均等割額

（保険料として賦課すべき額を求める）

＋

令和２・３年度
費用見込額

　比率 １：所得係数

保険料収納必要額／予定保険料収納率

均等割総額÷被保険者数

保険料収納必要額
（約１割）

※賦課限度額 62万円  

被保険者の旧ただし書所得　×　所得割率

保険料額

　　（所得割率の算出）

※軽減措置あり

所得割額

　　（被保険者全員に均等に割り振る）

（個人単位で賦課）

令和２・３年度
収入見込額

賦課総額
所得割総額÷被保険者の旧ただし書所得の総額

保険料率算定のしくみ

（注）所得係数 ＝ 広域連合１人当たり旧ただし書所得／全国一人当たり旧ただし書所得

旧ただし書所得 ＝ 総所得金額等 － ３３万円 （基礎控除）

所得割率
所得割総額

(注)


